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２０２４年４月から労働条件明示のルールが変わります
そもそも「労働条件明示義務」とは？

労働者を採用するときは、以下の労働条件を明示しなければなりません
（労働基準法第１５条第１項 労働基準法施行規則第５条）

１．無期転換ルール及び労働契約関係の明確化



２０２４年４月から労働条件明示のルールが変わります
そもそも「無期転換ルール」とは？

資料出所：厚生労働省「無期転換ポータルサイト」



資料出所：厚生労働省「無期転換ルールと多様な正社員の雇用ルール等に関する実態調査の概況」



２０２４年４月から労働条件明示のルールが変わります

資料出所：厚生労働省リーフレット



２０２４年４月から労働条件明示のルールが変わります

資料出所：厚生労働省リーフレット



厚生労働省「モデル労働条件通知書」（一部抜粋）



厚生労働省「モデル労働条件通知書」（一部抜粋）

◎「２、更新上限の明示」ルールに関して、検討すべき実務対応

①書面上で上限を明示し、かつ厳守している場合（上限変更なし）⇒特に影響なし
②上限の明示が無い場合⇒上限の設定について検討する必要あり
・更新することが少ない（５年を超えて更新することはない）
・更新することもあれば、更新しないこともある（人によって異なる）
・複数回（５年超）更新することがほとんどである



２．高齢者の活用

（１）高年齢者雇用安定法の改正

厚生労働省「改正高年齢者雇用安定法概要」



２．高齢者の活用

令和３年「高年齢者雇用状況等報告」集計結果

①６５歳までの高年齢者雇用確保措置の実施状況

②７０歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況

実施済み
59,377社
（25.6％）



高年齢者と無期転換ルール
⇒多くの企業が導入している継続雇用制度では、有期労働契約を更新していく。
有期労働契約には、以下の３つのルールがあり、たとえ高年齢者であっても特例は
ない。法違反にならないよう、労働契約の中でルールを明確にしていく必要がある。

《有期労働契約の３つのルール》

Ⅰ 無期労働契約への転換（労働契約法１８条）
Ⅱ 「雇止め法理」の法定化（労働契約法１９条）
Ⅲ 「不合理な労働条件の禁止」（パートタイム・有期雇用労働法８条）

この中で、まず注意しなければならないのは、「Ⅰ 無期転換ルール」
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高年齢者と無期転換ルール
⇒定年後の継続雇用で無期転換に対応する企業の選択肢は、大きく３つある。

①無期転換を歓迎し、本人が働きたいだけ働いてもらう。
（ただし、災害防止と健康確保に努める必要あり）

②無期転換後の定年（２回目の定年）を設ける。
（そもそも何歳に設定するかは悩みどころ）

③第二種計画（特例）の認定を受ける。

※専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法の概要

一番現実的で
取り入れ

やすいのでは？



実施する措置に該当する項目１つ以上に☑する。
☑した項目については、実施が明らかとなる資料を添付する。
（例）高年齢者雇用推進者の選任：高年齢者雇用状況等報告書
または、推進者選定のお知らせ・辞令等の社内通知文書

実施している高年齢者雇用確保措置に☑する。
（添付）就業規則等の定年・継続雇用制度を規定した箇所



⇒第二種計画認定を受けて無期転換の問題が解決しても、雇止めの問題
は残る。（継続雇用後の雇止めの問題）

労働契約法
（有期労働契約の更新等）
第十九条 有期労働契約であって次の各号のいずれかに該当するものの契約期間が
満了する日までの間に労働者が当該有期労働契約の更新の申込みをした場合又は
当該契約期間の満了後遅滞なく有期労働契約の締結の申込みをした場合であって、
使用者が当該申込みを拒絶することが、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上
相当であると認められないときは、使用者は、従前の有期労働契約の内容である労働
条件と同一の労働条件で当該申込みを承諾したものとみなす。
一 当該有期労働契約が過去に反復して更新されたことがあるものであって、その契
約期間の満了時に当該有期労働契約を更新しないことにより当該有期労働契約を終
了させることが、期間の定めのない労働契約を締結している労働者に解雇の意思表示
をすることにより当該期間の定めのない労働契約を終了させることと社会通念上同視
できると認められること。
二 当該労働者において当該有期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契
約が更新されるものと期待することについて合理的な理由があるものであると認められ
ること。



【参考】労働契約法第１９条（雇止め法理）のもとになった判例



高年齢者雇用の注意点 「継続雇用後の雇止め」

有期契約の雇止めの判断

１９条１号または

２号に該当する

客観的に合理的な理
由を欠き、社会通念
上相当でないか？

雇止め有効

雇止め無効

雇止め有効

不該当

該当

合理的
理由あり

合理的
理由なし



高年齢者雇用の注意点 「継続雇用後の雇止め」

⇒継続雇用が長期化すると労働契約法１９条第２項「当該労働者において当該有
期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新されるものと期待す
ることについて合理的な理由があるものであると認められること」への該当性が高くな
る。

⇒７０歳までの継続雇用制度は努力義務なので、対象者を限定する基準を設ける
ことは可能。職務に基づく賃金や継続雇用基準とすることで、同一労働同一賃金や
雇止めの問題にも対応できる。

⇒ただし、合理的な対象者基準でないと、「人事考課がおかしい。納得できない」と
いったトラブルになる可能性がある。

・各評価項目について、「いつ、どこで、どのようなことがあった」が故に、このような評価になった
か、というエビデンスをしっかり残す。
・仮に懲戒処分を受けたことをもって更新しないとした場合でも、「そもそもその懲戒処分が有効
か？」「懲戒処分を規定した就業規則を周知しているか？」「懲戒処分の原因となった事実に
ついて十分なエビデンスがあるか？」「同じようなことをした他の従業員にも、懲戒処分をしてい
るか？」「手続きはきちんと踏んだか？」などが問われる。
・過去〇年間で一度でもC評価があれば再雇用しないのか？それとも、過去〇年間を平均して
C評価であれば再雇用しないのか？など、基準の解釈で揉める可能性もある。



改正前の高年齢者雇用安定法下で頻発したトラブル

ア：対象者基準の運用について、他の従業員との不公平がある
⇒「クリスタル観光バス事件」
対象者基準を満たさないが、今回は温情で継続雇用する等、一度甘い処分をして
しまうと、以後はそれが基準となってしまうので注意

イ：問題事象を放置したり、甘く対処している場合
⇒「東京大学出版社事件」
明らかな問題行動を繰り返しているにもかかわらず、トラブルを恐れて毅然と注意
しなかったり懲戒処分を行わなかったりすると、会社が黙認したと解釈される

ウ：正確な資料・事実がない（エビデンスがない）
⇒「津田電気計器事件」
協調性に問題があることを理由に継続雇用しないのであれば、協調性に問題がある
ことを示す具体的なエピソードがほしい

エ：対象者基準が明確でない
⇒「エボニック・ジャパン事件」
対象者基準はもちろん、その判断時点も明確にしておく

オ：懲戒処分を再雇用拒否理由とする場合、その懲戒処分がそもそも無効
⇒「学校法人南山学園事件」
就業規則の根拠はあるか？就業規則の周知はされているか？エビデンスはあるか？
弁明の機会は与えたか？等



高年齢者雇用の注意点 創業支援等措置（雇用によらない措置）

今まで雇用契約で行わせていた業務を委託契約に変えただけでは、創業支援等措
置とはいえない。労働基準法上の労働者性がないか？確認が必要。令和３年４月１
日～、創業支援等措置に基づき事業を行う者に労災保険の特別加入が認められる
こととなった。

資料出所：「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」



２．高齢者の活用

（２）高年齢被保険者の特例（令和４年１月１日施行)

資料出所：厚生労働省「マルチジョブホルダー制度事業主向けリーフレット」



労災保険（令和２年９月改正）

出典：厚生労働省「副業・兼業の促進に関するガイドライン」



フリーランスの労災保険「特別加入」の範囲拡大

※特別加入とは？
労働者以外の者でも一定の要件を満たす場合に労災保険に任意加入することができ、仕
事中や通勤中のケガ・病気等の補償を受けられる制度。(保険料は全額自己負担）

令和３年４月１日～
・芸能関係作業技術者
・アニメーション制作作業従事者
・柔道整復師
・創業支援等措置に基づき事業を行う方

令和３年９月１日～
・原動機付自転車又は自転車を使用して行う貨物の運送の事業
・情報処理システムの設計等の情報処理に係る作業



資料出所：厚生労働省「令和４年 高年齢労働者の労働災害発生状況」



資料出所：厚生労働省「令和４年 高年齢労働者の労働災害発生状況」



資料出所：厚生労働省「令和４年 高年齢労働者の労働災害発生状況」



2016年10月～ 2022年10月～ 2024年10月～

従業員 501人以上 101人以上 51人以上

勤務期間 1年以上 2か月超 同左

週所定労働時間 20時間以上 同左 同左

月額賃金 8.8万円以上 同左 同左

（３）社会保険の適用範囲拡大

・在職老齢年金が適用されるのは社会保険加入者であるため、今までは
在職老齢年金の適用を避けるため、社会保険に加入しない範囲で働く高
齢者も少なからずいた。
・しかし、今後は労働時間を２０時間未満にするか、月額賃金を８．８万円
未満にしないといけない。そうするとそもそも在職老齢年金の対象にならな
いかも。
・労働時間を２０時間未満とした場合、雇用保険にも加入できない。

２．高齢者の活用



繰り上げ受給 繰り下げ受給

額・減額率 1ヶ月繰り上げるごとに年金が
0.4％減額（改正前0.5％）

1ヶ月繰り下げるごとに年金が
0.7％増額

損得の分岐点 繰り上げた年齢よりも約21年長
生きすると損

繰り下げた年齢よりも約12年長生
きすると得

要注意
ポイント

寡婦年金、障害年金の受給権
がなくなる。国民年金の任意加
入ができなくなる。

繰り下げ期間中は加給年金が停
止される。

①受給開始時期の選択肢は拡大へ（令和４年4月～）

改正前
繰り上げ 原則 繰り下げ

受給開始 60歳 65歳 70歳

年金額 30％減 42％増

改正後
受給開始 60歳 65歳 75歳

年金額 24％減 84％増

２．高齢者の活用

（４）公的年金等の改正



②在職老齢年金制度は減額基準が一部見直しに（令和４年4月～）

③６５歳以降働く人は年金額を毎年計算しなおす仕組みに（令和４年4月～）

改正前 改正後

基準額
（月収+年金月額）

対象者 基準額 対象者

65歳未満 ２８万円 ６７万人 ４７万円 ２１万人

65歳以上 ４７万円 ４１万人 （改正見送り）

65歳 70歳（退職） 65歳 66歳 67歳  68歳  69歳  70歳（退職）

基礎年金

厚生年金 厚生年金

基礎年金

厚生年金の
増額部分

改正前は退職時に改定 改正後は毎年改定

２．高齢者の活用

（４）公的年金等の改正

※本制度導入後はこれを踏まえた賃金設計を行わないと、いつの間にか在職老齢
年金の支給停止基準額に達していた、ということも起こり得る。

賃金を引き下げなくても、老齢厚生
年金を全額もらえる人が多数となる



日本の「同一労働同一賃金」が求めているもの

①正規と非正規の待遇に関し、不合理な相違を設けてはならない。

・均等待遇：前提条件が同一の場合、同一の取り扱いをすること
・均衡待遇：前提条件が異なる場合、その違いに応じた取り扱いをすること

前提条件とは？
「待遇の性質や目的」
「労働条件の相違」
１）職務内容(業務内容・責任の程度）
２）職務内容・配置の変更範囲（いわゆる「人材活用の仕組み」）
３）その他の事情

②待遇差の内容、理由等について非正規雇用者より求めがあった場合、
事業主は説明をしなければならない。
⇒理由をきちんと説明できなければ、「不合理な相違」とされる。

３．同一労働同一賃金



１）職務内容(業務内容・責任の程度）の違いとは？

資料出所：厚生労働省リーフレット「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」



２）職務内容・配置の変更範囲（いわゆる「人材活用の仕組み」）とは？

資料出所：厚生労働省リーフレット「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」



【参考】継続雇用高齢労働者の同一労働同一賃金
・２０１８年６月１日最高裁判決「長澤運輸事件」
⇒労働契約法２０条（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止）違反が争われた。
⇒２０２０年４月１日以降は、パートタイム・有期雇用労働法の適用を受ける。

３．同一労働同一賃金

【争われていた当時の労働契約法２０条で不合理かどうかの判断のもととなった３要件】

１．職務内容（業務内容・責任の程度）
２．職務内容・配置の変更範囲（いわゆる「人材活用の仕組み」
３．その他の事情

その他の事情とは・・・。
①老齢厚生年金の支給を受けられること
②再雇用後の年収ベースの賃金が、定年退職前の７９％程度であること
（老齢厚生年金が支払われるまで２万円の調整給が支払われていた）

長澤運輸事件では「精勤手当」「時間外手当」をのぞくすべての項目で
不合理とは認められなかったが、今後、定年後再雇用者の賃金規定
を設ける等の対応が早急に必要になる。



（参考）名古屋自動車学校事件と同一労働同一賃金

【２０２３年７月２０日 東京新聞より】
・基本給及び賞与を支給する目的、性質（基本給で言えば、年功なのか職能給な
のか職務給なのか等）が具体的に明らかになっていないと、その労働条件の相違が
不合理なのかどうか判断できない。
・正規と非正規の基本給の目的、性質が異なっているが、原審は正規・非正規それ
ぞれの支給目的、性質を具体的に検討していない。（賞与についても同様）
・労使交渉の結果だけでなく、その経緯も勘案すべき。
・高年齢雇用継続給付の６１％ルールを持ち込むことが、果たして妥当か？



ご清聴ありがとうございました
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